
 

  障害者差別解消法―合理的配慮が義務化されて 

 弁護士 竹下義樹 

 

   １ 障害者権利条約 

  第２条 定義 

 ３項 「障害に基づく差別」とは、障害に基づくあらゆる区別、排除又は

制限であって、政治的、経済的、社会的、文化的、市民的その他のあらゆる

分野において、他の者との平等を基礎として全ての人権及び基本的自由を認

識し、享有し、又は行使することを害し、又は妨げる目的又は効果を有する

ものをいう。障害に基づく差別には、あらゆる形態の差別（合理的配慮の否

定を含む。）を含む。 

 

 ４項 「合理的配慮」とは、障害者が他の者との平等を基礎として全ての

人権及び基本的自由を享有し、又は行使することを確保するための必要かつ

適当な変更及び調整であって、特定の場合において必要とされるものであり、

かつ均衡を失した又は過度の負担を課さないものをいう。 

 

  第５条 平等及び無差別 

 第３項 締約国は、平等を促進し、及び差別を撤廃することを目的として、

合理的配慮が提供されることを確保するための全ての適当な措置をとる。 

 

   ２ 障害者差別解消法 

  第１条 目的 

 この法律は、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）の基本的な理

念にのっとり、全ての障害者が、障害者でない者と等しく、基本的人権を享

有する個人としてその尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障



される権利を有することを踏まえ、障害を理由とする差別の解消の推進に関

する基本的な事項、行政機関等及び事業者における障害を理由とする差別を

解消するための措置等を定めることにより、障害を理由とする差別の解消を

推進し、もって全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、

相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に資することを目

的とする。 

 

  第４条 国民の責務 

 国民は、第１条に規定する社会を実現する上で障害を理由とする差別の解

消が重要であることに鑑み、障害を理由とする差別の解消の推進に寄与する

よう努めなければならない。 

 

  第５条 社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配慮に関

する環境の整備 

 行政機関等及び事業者は、社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合

理的な配慮を的確に行うため、自ら設置する施設の構造の改善及び設備の整

備、関係職員に対する研修その他の必要な環境の整備に努めなければならな

い。 

 

  第７条 行政機関等における障害を理由とする差別の禁止 

 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害を理由として障害

者でない者と不当な差別的取扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵

害してはならない。 

２ 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害者から現に社会

的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった場合において、その

実施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利益を侵害することとな

らないよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁



の除去の実施について必要かつ合理的な配慮をしなければならない。 

 

  第８条 事業者における障害を理由とする差別の禁止 

 事業者は、その事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でない者と

不当な差別的取扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵害してはなら

ない。 

２ 事業者は、その事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去

を必要としている旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負

担が過重でないときは、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、

当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施

について必要かつ合理的な配慮をしなければならない。 

 

 


